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岸田政権は１２月１６日、「安保３文書」改定を閣議決定しました。防衛費を２倍に増額し、「反撃能力

＝敵基地攻撃能力」保有を認める内容です。憲法に反し、「専守防衛」を投げ捨てるものです。 

自衛隊は「戦力」でなく「合憲」 と政府は説明 
自衛隊は世界有数の軍事力ですが、政府は憲法９条２項

が保持を禁じた「戦力」にはあたらず、「必要最小限度の実

力」であり「合憲」だという説明をしてきました。 

その理由は、自衛隊は ①わが国に対する武力攻撃が発

生した場合に ②他に取るべき手段がなく ③その武力攻撃

を排除するのに必要最小限度の武力行使にとどまるから、と

いうものです。 

だから、①から「集団的自衛権の行使や海外での武力行

使は許されない」、③から「相手国領域内にまで攻め込むこ

とはしない」と説明してきました。この制約があるから、自衛隊

は「世界標準の軍隊」ではなく、「戦力」にはあたらないとして

きたのです。歴代政府がとってきた「専守防衛」の立場です。 

政府の専守防衛の説明（１９７２年、田中首相） 

「専守防衛というのは……相手の基地を攻撃することなく、

もっぱらわが国土及びその周辺において防御を行うというこ

とでございまして、これはわが国防衛の基本的な方針」。 

 

「安保３文書」は専守防衛を投げ捨てるもの 
５年間で４３兆円の軍事費を積み上げ、隣国の中

枢やインフラを総攻撃する数千発の中距離ミサイル

の装備を加え世界第３位の軍事力となる自衛隊が、

「専守防衛」で「戦力」にあたらないとは言えません。 

「安保３文書」は安全保障政策の「大転換」 
岸田首相は、「安保３文書」の改定が「戦後の安

全保障政策の大転換」「歴史上最も重要な決定の一つ」

であると言っています。（囲みの文参照）吉田総理の安

保条約調印は極秘で行われ、岸総理の安保改定は列

島騒然の反対で内閣が退陣し、安倍総理の安保法制で

は久々に国会に１０万人以上の抗議が押しかけました。 

 岸田政権の大軍拡は、米軍に協力し海外で戦争する、

その準備です。反対の声をあげましょう。 
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沖縄県の石垣市議会は、「自ら戦争状態を引き

起こすような反撃能力をもつ長射程ミサイルを石

垣島に配備することを到底容認することはできな

い」と訴える意見書を政府に提出。 
岸田首相 米国・ジョンズ・ホプキンス大学で講演   

「防衛力の抜本的強化とそれを補完する取組を合わせ、

ＧＤＰの２％まで予算水準を確保することや、反撃能力の保

有、サイバー安全保障分野の対応能力の向上、南西地域

の防衛態勢の強化など、戦後の安全保障政策を大きく転換

する決断をいたしました。」 

「日米同盟の強化にとっても、吉田茂元総理による日米

安保条約の締結、岸信介元総理による安保条約の改定、

安倍晋三元総理による平和安全法制の策定(＝集団的自

衛権行使の容認)に続き、歴史上最も重要な決定の一つで

あると確信しています。」   （２０２３年１月１４日） 



 

 

 
 

 

給特法＝「公立の義務教育諸学校等の教育職員の給与等に関する特別 

措置法」（１９７１年制定）は、教員に教職調整額４％を支給し、超過勤務

手当を出さない根拠になっている法律です。 

自民党は「教育人材の確保」、文科省は「質の高い教師の確保」の観

点から、給特法の見直しを検討しています。「学校の職場はひどい長

時間労働で、しかも超勤手当が出ない」ことが広く知られるようにな

り、教師をめざす人が減り、対応を検討せざるを得ないのでしょう。 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 
 
 

 

 

 

 

 

 
 
 

 
給特法が「超過勤務やむなし」の意識を醸成 

給特法がきびしく時間外労働を限定したに

もかかわらず、４％の教職調整額を支払うこ

とによって、現実には無限の残業超過勤務を

許すかのような錯覚を、管理職にも教職員に

も与えてしまいました。また教育行政も、超過

勤務を教員の「自発的意思」を逆用して野放し

にし、その解決の努力を放棄してきました。 
 

 

教職調整額を増やす？ 

 給料は増えますが、過労死ライン

の長時間労働を認めることになっ

てしまいます。 

給特法を廃止し、超勤手当だけで？ 

教職調整額は本俸扱いで、ボーナ 

スの基礎になっています。それが減れば、超過

勤務が必要になってしまいます。 
 

 

現状を打開する基本方向は、教育職員の増

員、少人数学級の実現、業務の見直しなど、教

育職員の負担を軽減することによって、超過勤務

禁止の原則が実現できる条件を整えること。 

しかし、現状の超過勤務に対する賃金不払い

を放置したままでは、超過勤務の深刻な現状を

直視させ、是正に向けた動機付けを与えることは

できません。 

全教は、給特法に労働時間の総量規制を明

記し、教職調整額の支給は

残し、これを超える時間外労

働があった場合は超過勤務

手当を支給する、という提言

をしています。（詳細 ⇒ ） 

  

労働基準法ができ、教員にも適用されることになった

が、政府は、教員の特殊性を理由に超勤手当を支給し

なかった。 

主として教職員組合の主導により、各地で超過勤務手

当請求訴訟が増え、勝訴があいついだ。 

文部省と人事院が１年間かけて大規模な教職員の勤

務状況調査。その結果、時間外労働は小中学校平均

で１時間４８分。１日でなく、週にこの時間。これが４％

の根拠。 (カウントされない時間外労働があった) 

政府が、４％の「教職特別手当」＋超勤手当不支給を

内容とする法案（教育公務員特例法の一部を改正する法律案）

を国会に提出。４％の支給とひきかえに時間外勤務を

際限なく容認するこの法案に、批判が続出。審議手続

き上のミスもあり、廃案。 

政府が給特法案を国会に提出。自民党のみの賛成で

成立。そのポイントは 

１．教職調整額４％を支給する 

２．超過勤務手当は支給しない 

３．超過勤務の原則禁止（超勤を命じることができるの

は次の①～④の場合だけ） 
 

法文には明記されなかったことが多くあり、文部省と日

教組の１３回の交渉で確認事項が合意された。文部省

は、この確認事項にもとづいて、規定を定め、通達を発

した。 

そのおもな内容は以下のとおり。 

・ 原則として時間外勤務は命じない。時間外勤務をさせ

た場合は、適切な配慮をする。（「適切な配慮」＝代休

や他の日の勤務時間短縮。） 

・ 時間外勤務を命じ得る業務を次のように限定した。 

 ①生徒の実習（高校）、 ②学校行事、 ③職員会議、 

④非常災害等やむを得ない場合に必要な業務（負傷

疾病等人命にかかわる場合や、非行防止に関する緊

急の措置を含む）。しかも、緊急でやむを得ない場合

に限定した。（職員会議を勤務時間外に計画するのはダメ） 


